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所管事項調査②

長崎市内の空き家調査について
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1 空き家に関する固定資産税の条例制定

《背景》
★増加する空き家の中には、地域住民の生活環境に深刻
な影響を及ぼす老朽危険空き家も多く、一方、空家を

解体して住宅用地特例（※）の適用が解除されると、

土地の固定資産税が上昇することが、空き家の除却が

進まない要因の一つになっている。

※ 住宅用地の税負担軽減措置として、固定資産税の課税標準
額を１戸あたり200㎡以下部分を1/6に、200㎡を超える
部分を1/3にする特例措置（地方税法349条の3の2）

《課題》
★ 住宅用地特例を解除する判断基準がなく､「適切に管理
されていない空き家」にまで住宅用地特例を適用してし
まっており､「適切に管理したうえで住宅用地特例の適用
を受けている所有者」との公平性が図られていない。

★ 所有者にとっては、空き家の解体等に係る費用と、固定
資産税の増加が経済的負担になるため、結果、解体除却
が進まない。

《対策》＜令和５年３月に２本の条例を制定＞
長崎市住宅用地特例の適用に関する家屋の要件を定める条例
★住宅用地特例の適用要件を条例で明確にして特例を解除

することで､空き家の適正管理の意識醸成をはかる。
★老朽危険空き家の調査をＲ５～Ｒ６年度に市内全域で行う。

長崎市老朽危険空家等を除却した土地に係る納税義務者の

固定資産税の減免に関する条例

★老朽危険空き家を除却した場合に、特例解除で上昇した

税額分を３年間減免する制度を時限措置として設置し、

老朽危険空き家の解体・除却を促進する。

■条例の概要
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不
良
度

高

不良度 戸数 発生率

100点以上 259 8.5%

50点～100点未満 403 13.2%

15点～50点未満 1,143 37.4%

0点～15点未満 1,249 40.9%

小 計 3,054 100％
低

老朽危険
空き家候補

空き家の状況 戸数 発生率
空き家 3,054 86.8%

空き地（解体済み） 222 6.3%

居住中 125 3.6%

調査不可 116 3.3%

小 計 3,517 100％

２ 空き家の不良度の測定結果 ※Ｒ５～Ｒ６年度調査実施

不良度測定結果（委託業者報告値）不良度測定対象空き家の選定

老朽危険
空き家候補
《100点以上》

(例)100点以上の老朽危険空家
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３ 住宅用地の特例解除、減免

《空き家調査と特例解除・減免申請のスケジュール 及び 実績》

★ 建築部にて登録している老朽危険空き家、及び、空き家調査で判明した老朽危険空き家の存する土地に

ついて、固定資産税等の住宅用地特例（軽減措置）の解除を行う。（税額が従来の3～4倍になる）

★ 住宅用地特例を解除した土地に存する老朽危険空き家を、R10.12/31までに解体・除却した場合には、

解除により増額となった固定資産税等相当額を、申請により３年間減免する。

①
中心部の
斜面市街地

（500戸　R5調査）

①以外の地区
（3,017戸　R6調査）

※当該土地に「老朽危険空き家以外にも居宅がある」､「課税地目(宅地)の見直し実施」等により､特例解除とならない場合がある。

建築部登録
老朽危険空き家

《不良度100点以上》
（160戸　R6.12末現在）

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

不良度
測定調査

解除
予告

特例解除
（43件※)

不良度測定調査

市
内
全
域
・
空
き
家
調
査

特例適用解除対象

解除
通知

特例解除
（14件※）

老朽危険
空き家

解除
予告

解除
通知 特例解除

老朽危険空き家除却による減免
（減免実績:R6年度２件、R7年度６件）

解除
予告

老朽危険空き家除却による減免

老朽危険
空き家候補

特例解除
（27件※)

解除
通知

解除
予告

解除
通知

除却による減免
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４ 老朽危険空き家対策

空き家問題
老朽危険

空き家の増加
近隣住民の
不安

税負担の
不公平感

老朽危険空き家
への対応

建築部財務部

空き家の不良度調査
※昭和55年以前建築

（木造、軽量鉄骨造）
※損傷の可能性がある空家

不
良
度

高

低

その他の
空き家
（不明）

特定空家等
15点～100点
未満

R6年末
※市民からの通報等
(建築部登録分)

0点～15点未満
1,249戸

50点～100点未満
403戸

15点～50点未満
1,143戸

老朽危険空き家(100点以上）
住宅用地特例

（課税標準1/6軽減）解除

市内空き家 約9,300戸

老朽危険空き家
100点以上
160戸

特例解除
R6(43件)
R7(27件)

R5～6調査分
市内全域（3,054戸）

老朽危険空き家候補
100点以上
259戸

※建築部登録160戸を含む

(委託業者報告値)

税負担の公平性確保!

特例解除
R7(14件)
R8(未定)

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

確認文書
指導書
勧告書
改善
・相続人調査の業務委託による所有者の特定
・指導書に空き家発生による損害額の試算（次頁）を同封

●R6年末時点で把握した160戸への対応
⇒R12年度末に解消を目指す

これまでの解消実績を踏まえた推計件数
自主解体・・・・・・・・・約80件
補助金による解体・・・・・約70件
その他（対策事業など）・・約10件

●今回判明した99戸への対応
⇒両部で老朽危険空き家を確定後、早期解消
に取り組む
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４ 老朽危険空き家対策
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４ 老朽危険空き家対策

老朽危険空き家の推移

※R6は12月末現在

約9,300戸

約3,500戸

約160戸

補助金による
解体例

空き家特措法に基づき、所有者等に指導等を行う

所有者等への指導等

所有者等が行う除却工事費の一部（最大50万円）
を補助

特定空家等除却費補助金

老朽危険空き家対策事業

条件を満たす老朽危険空き家を市が除却し、
跡地を整備する

主な取り組み

（戸）

６年間で約１５％増

7



8

空き家
発生率
10%超
5～10％

北部地域
（琴海）

北部地域
（外海・三重）

北部地域
（滑石・西浦上）

南部地域
(土井首、深堀、香焼、三和、野母崎)

東部地域
（東⾧崎・日見）

中央地域
（式見・福田・小榊など）

高島町（空き家発生率17.9%）

伊王島町
（空き家発生率19.1%）

藤田尾町（空き家発生率20.0%）

R5年度に、市内中心部の
空き家の不良度測定実施

三重田町（空き家発生率16.0%）

赤首町（空き家発生率16.3%）

京泊２丁目（空き家発生率10.7%）

中央地域
（茂木）

（参考資料）長崎市内の空き家の分布状況

R6年度に、市内全域の
空き家の不良度測定実施

●Ｒ５年度に、㈱ゼンリンから市内全域の
空き家（9,327戸）データを購入。

●市内中心部の斜面市街地、郊外地、島しょ部
において、空き家発生率が高い傾向がある。

●空き家の中でも、老朽化し、地域住民の生活
環境に影響を及ぼす「老朽危険空き家」を
把握するために、R5～R6に空き家の不良度
測定を実施。

緑が丘町（空き家発生率11.6%）

土井首町（空き家発生率10.1%）

古道町（空き家発生率11.1%）

大山町（空き家発生率10.8%）

小ヶ倉1丁目
（空き家発生率13.9%）
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【参考】長崎市内の空き家の分布状況（市内中心部の斜面市街地抜粋）
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